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平成13年度には郵便事業は4年ぶりに黒字化
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新たな郵政行政の展開については、3-10（P324）参照

郵便事業財政は、平成6年度から9年度まで4年間連

続して黒字を確保したものの、平成9年度下半期以降

の我が国経済低迷の影響を受け、平成9年度は郵便業

務収入が戦後初めて前年度実績を下回った（図表）。

平成10年度以降も、郵便業務収入は減収あるいは

伸び悩み、様々な効率化施策の実施等により経費の

節減を図ったものの、平成10年度は625億円の赤字と

なり、11年度は553億円、12年度は100億円と3年連続

して赤字を計上した。しかしながら、効率化施策の

効果が着実に現れたことにより、赤字幅は年々縮小

し、平成13年度には、9年度以来4年ぶりに黒字を計

上した。平成14年度は、郵便業務収入の落ち込みに

より379億円の赤字となる補正予算を編成した。
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総務省「日本の郵便」により作成
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図表　郵便事業損益（決算）の推移



総引受郵便物数が8年ぶりに減少
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平成14年度における総引受郵便物数（内国郵便物

数と国際引受郵便物数の合計）は262億通（対前年度

比2.0％減）であり、平成6年度（同1.8％減）以来8年

ぶりに前年度を下回った（図表①）。

内訳は、内国郵便物数では、通常郵便物が257億通

（対前年度比2.1％減）と減少したものの小包郵便物

は4億4,231万個（同7.6％増）と平成13年度に引き続

き堅調に推移した（図表②）。他方、国際郵便物数で

は、国際引受郵便物数が、9,063万通（同8.0％減）、

到着物数が2億6,924万通（同6.0％減）といずれも減

少している（図表③）。
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図表①　総引受郵便物数の推移
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図表②　内国郵便物数の推移
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2001年度における各国の総引受郵便物数を比較す

ると、我が国は米国、中国に次いで世界第3位である

（図表④）。しかし、2001年度における国民1人当たり

の年間差出郵便物数でみると、我が国は世界第18位

であり、第1位であるスイスの約28％となっている

（図表⑤）。
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図表③　国際郵便物数の推移
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図表④　総引受郵便物数の国際比較（2001
年度、上位20か国・地域）
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図表④、⑤　UPU（万国郵便連合）「郵便業務統計（2001年）」により作成 

図表⑤　国民1人当たりの年間差出郵便物数の国際
比較（2001年度、上位20か国・地域）



すべての市区町村に郵便局が設置
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日本郵政公社の郵便局は、すべての市区町村に設

置されており、引き続き全国にあまねく公平なサー

ビスを提供している。

平成14年度末における郵便を取り扱う施設数は、

郵便局が24,752局（対前年度比0.1％減）、郵便切手類

販売所・印紙売りさばき所が150,617か所（同0.7％

減）、ゆうパック取次所は71,194か所（同9.8％減）、

郵便ポストが185,966本（同4.4％増）となっている

（図表①）。

郵便局数の内訳は、普通郵便局が1,310局（対前年

度比2局増）、特定郵便局が18,941局（同7局増）、簡易

郵便局が4,501局（同30局減）となっている。また、

普通郵便局及び特定郵便局について、集配局と無集

配局の別では、集配局が4,823局（対前年度比61局減）、

無集配局が15,428局（同70局増）となっている。

その他、平成10年6月から、民間運送業者と提携し、

郵便局ネットワークを活用して荷物（主に保冷荷物）

を郵便小包として届ける協力体制を築いている。こ

のような業務提携を行っている事業者は、平成14年

度末現在16社となっている。
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図表①　郵便を取り扱う施設数の推移
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図表②　郵便局数の推移


